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ヨ ー ロ ッ パ 共 同 体 法 と
～

西 ドイツ連邦基本法 との関係

西 ドイツ連邦憲法裁判所
*

1974年5月29日 の判決 を中心 に
'

大 谷 良 雄
、

序

西 ドイ ツ連 邦 憲 法 裁 判 所(Bundesverfassungsgericht)第2部 は,1974年

(D

5月29日 の判 決 に お い て,ヨ ー ロッ パ共 同体 の理 事 会 な らびに 委 員会規則

と 西 ドイ ツ連 邦 基 本 法(GrundgesetzfttrdieBundesrePublikDeutSchland)

に お け る基 本 権(Di6Grundrechte)と の 関 係 に つ い て の 判 断 を 示 して い る 。

本判決は,ヨ ーロヅパ共同体法 と加盟国国内法(と くに憲法)と の法的効力
(2)

関係 とい う観点か らきわめて興味深いと思われ るので,こ こにその論点の概

*本 稿 は,本 年3月,日 本 貿 易 振 興 会 の依 嘱 に よ る調 査 活 動 の一 環 と して ブ リュ

ッ,セル の ヨー ロ ッパ 共 同 体 本 部 を 訪 れ た 際 に 入 手 した 資 料 に も とつ くもの で あ

る.そ の折 に 共 同 体 本 部 法 制 局 のM・P・Karpenstein博 士 に 貴 重 な 御 教 示 を い

た だ い た.こ こに 深 く感 謝 の意 を 表 す る.

(1)2BvL52/71,BverfGE37s・271,AwD1974,s・551・NJw1974,s・1697..

European.ParliamentDocurnentsDe.-fg.jb/cj,PE38,055.Vgl.dazu'

Meier・NJW1974s・1704;Engels・AwD1974s・553;Pestalozza・DvBI・

1974s.716;RupP,NJw1974s.2153;Riege1,NJw1974s.2176;'vgl.

fernerdieAnfragedesAbgeordnetenCoust6andieKommission,VWD

EuropaNr.202/74vom9.10.1974,sowiedasSchreubenderKommission
andieBundesregierungvom20.12.1974,VWDEuropaNr.254/74vom
20.12,1974. ノ
(2)Voir,ColetteConstantinides-MEGRET,Ledroitde1aCommunaut6

6conomiquseurop6e取neet1'ordrejuridiquedesEtatsmembres,Pafis

1967,
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要を紹介 し,若 干の検討を加えたいと思 う。

1事 実

フ ラ ン ク ラ ル ト の 貿 易 会 社InternationaleHandelsgesellechaftmbH.

(3)(4)

FrankfurtIMainは ・EC理 事 会 規 則 第120号 及 びEC委 員 会規 則 第473号

くの

に もとつ いてな された政府 当局 の輸入担保金没収 の決定 が連 邦基本法に保障

された基本権 を侵害す るもの として,フ ラ ン ク フル トの 行 政裁 判 所 に 当該決

定破棄 の申 し立 てを行 った。 フラソ クフル ト行政裁判所(Verwaltungsgeri-

'
chtFrankfurt/Main)は,ま ず,Pt-一 マ条 約 第177条 に よ り,こ の決 定 の

基 礎 とな った これ らの規則が ローマ条約そ の ものに違反 してい るか否か の予
(6)

備的判断を共同体司法裁判所に請求 した後,1971年11月24日,当 該決定が

連邦基本法に抵触す るか否かの判断を求めて本件を連邦憲法裁判所に付託 し

た。'連邦憲法裁判所第2部 は,1974年5月29日,本 件につき 次の如 き判決

を下 している。
1

(1)本 件の当裁判所への付託を受理す る。

(皿)問 題 となっているEC理 事会及び委員会規則は 基本法第12条 もし
(7)

くは第2条1項 におけ る基本権の保障 と抵触 しない。

/

(3)Article1・2(1)(3)ofRegulationNo.120/67/EECoftheCouncilofl3

June1967る

(4)Article90fRegulationNo.473/67/EECoftheCommissionof21

August1967.

(5)Einfuhr-undVorratsstelleftirGetreideundFuttermittel,Frankfurt/

】Main.

(6)共 同 体 司 法 裁 判 所 は,1970年12月17日 に 当 該 諸 規 定 が ロ ー マ 条 約 と抵 触 す る

も の で な い 旨 を 判 示 して い る.Case11/70・DecisionofDecember17,1970・

Preliminaryruling'attherequestoftheVerw .altungsgerichtFra,nkfurt/

Main.

(7)基 本法 第12条1項 は次 の 如 く規 定 す る.「 す べ て の ドイ ッ人 は,職 業,労 働 の

場 所 お よび養 成 所 を 自由 に 選 択 す る権 利 を 有 す る(AlleDeutschenhabendas

Recht,Beruf,ArbeitsplatzundAusbilddungsst翫tefreizuwahlen).」 又,

第2条1項 は 次 の如 く規 定 して い る.「 各 人 は,他 人 の権 利 を 侵 害 せ ず,か つ,

憲 法 的 秩 序 また は道 徳 律 に 反 しな い か ぎ り,そ の人 格 の 自由 な 発 展 を 目的 とす る

権 利 を 有 す る(JederhatdasRechtaufqiefreieEntfaltungseinerPer-

s6nlichkeit,soweiternichtdieRechteandererverletztundnichtgegen

dieverfassungsmaBigeOr母nungoderdasSittengesetzverst6Bt)。 」 宮 沢

俊i義 編r世 界 憲 法 集 』 岩 波 文 庫(昭 和35年)138頁 及 び141頁 参 照.

＼
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判決(1)は5対3の 多数決に より,又,判 決(II)は 全員一致に より採択
(8)i(9)

された。 本稿において とくに 問題 とす るのは判決(1)で ある。つま り,連

邦憲法裁判所に共同体法の法的効力関係を裁決する権限があるか否かの問題

で あ る。

皿・多数意見の概 要 一 基 本法優位 の立場一

判決(1)に ついて裁判所の判決趣 旨は,以 下の7点 にまとめ られている。

1.本 件において当裁判所が明 らかに しなければな らないのは,基 本法に

おける基本権の保障と政府行政当局が実施の責任を負っている第2次 的共同

体法(つ ま り,理 事会ならびに委員会規則等)の 規定 との関係である。

2.当 裁判部は,こ の点に 関 しては,共 同体司法裁判所の 判断に同意 し

て,ヨ ー ロ ッパ共 同体 法 は 国 内法 の一部で も 国際法 の一部で もな く,独 自

の 法 源 か ら 派 生 す る ひ とつ の 独 立 した 法 秩 序 で あ る こ とを 認 め る。(BVerf

GE22,293(296)131,145(173f・))。 ヨ ー ロ ッパ 共 同 体 は 単 一 の 国 家 で も連

邦国家で もな く,「 統 合 」 に 向 っ て 徐 々に 前 進 す るsuigenerisな 共 同体 で

あ り,現 時点においては,基 本法第24条1項 の意味における 「政府間機関」

(zwischenstaatlicheEinrichtungen)で あ る 。

ノ

(8)当 裁 判 部 は 次 の 判 事 に よ り構 成 さ れ た.Seuffert,br.V.Schlabrendorff,Dr,

Geiger,Hirsch,Dr.Rinck,Dr.Rottman,Wand.

(9)出 席判事全員一致で採択 された判決(ll)の 論 旨は次のとお りである.① 輸出

入許可制度及び担保金預入制度の下での担保金の没収は,罰 金や科料の如 く違法

行為に対 して国家によって科せ られる刑罰と同様にみなすことはできない.,こ の

制度は私法においてみ られ る法的特徴のひとつであ り,危 険負担取引の性格をも

つ ものである.こ の様な取引において契約に よって合意された条件の下で担保金 .

を預入れそれを没収 され ることは稀ではない。与えられた条件の下で産品の輸出.

入を行 う場合,通 常生ずべ き危険を予想す ることができ,又,そ の条件で契約関

係に入るか否かを自由に選択することができる.従 って,こ れが刑罰的制裁 と比

較 しうる根拠は存在しない.② 共同体の現在の発展段階においては 通商関係に

おける計画性と効果的なコントロールが不可欠であるのでこの制度は適切である

のみならず 本質的なものである.③ 従 って,本 件に関して 西 ドイツ政府当局及

び裁判所による当該規定(つ まり理事会及び委員会規則の規定)の 適用は連邦基

本法の基本権の規定に抵触するものではない.EuropeanParliamentDocu-

ments,op.cit.,pp.13-15.
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原則 として2つ の法秩序は独立別個に妥当す る。共同体司法裁判所は共同

体法の規則が基本法 と抵触するか否かの拘束力ある判断を下すことはできな

い し,又,連 邦憲法裁判所は 第2次 的共同体法の規定が 第1次 的共同体法

(つ ま り基礎条約)に 抵触す るか否かの 裁決をす ることはできない。 これは

両法秩序には実質的な対立がないことを意味す る。又,共 同体の発展にとも

なって,両 裁判所は2つ の法秩序の間に調和が確立 されるように努力す るこ

とを要請 されている。従って,本 件 を当裁判所において受理するこど自体は

ローマ条約にもとついて連邦共和国が負っている義務を侵害することにはな

らない。

3.基 本法第24条1項 は,政 府間機関に主権を移譲することを 規定 して
(10)

いるが,こ れを文字通 りに解釈 してはな らない。た しかに,共 同体の権限あ

る機関は,連 邦共和国の権限ある機関に よっては制定す ることのできない規

則で,か つ連邦共和国において直接に妥当 し適用される規則を制定す ること

がで きる。 しか し,基 本法第24条 は,同 時に,基 本法の統一的な基本構造を

破壊 しうる程度にまで主権の移譲を認めているのではな く,こ こに述べた限

度で国内法秩序を開放 したのである。つまり,本 条に よって連邦共和国は,

もはや,基 本法に タって カバーされ る領域において 排他的な主権を行使せ

ず,国 家主権の領域内で他の法源か ら派生す る他の法秩序が直接に妥当 し適
ロリ

用 され ることを認めたのである。

4.基 本法において最も本質的なのは基本権に関する部分である。基本法

第24条 は,特 定の条件がある場合を除いて,こ れ らの権利を制限す ること

を認めていない。 ヨーロッパ共同体法はいまだに基本法に規定 されているよ

うな成文化された一一連の基本権規定を欠如 してい る。共同体の統合が進展 し

てこの状態に到達するまでは,基 本法第24条 の留保は適用され る。従って,

⑩ 基 本法第24条1項 は 次の如 く規定 してい る.「 連邦 は,法 律 に よ り,主 権 作

用(Hoheitsrechte)を.国 際機 関に 移譲す る こ とがで きる(DerBundkann
'd
urchGesetzHoheitsrechteaufzwischenstaatlicheEinrichtungen丘ber-

tragen).」 宮 沢 前 掲 書145頁.

⑪ 、EuropeanParliamentDocuments,op.cit.,p.8.
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当分の間は共同体法 と国内憲法の一部が対立す る場合,い ずれの法が優位す

るかとい う問題が生 じ得る。つまり,基 本法におけ る基本権の保障は,権 限

ある共同体の機関が条約に規定された制度により法規定間の対立を解決する
(12)

こ とが で き る よ うに な る ま で,.一 般 に 行 わ れ る。 ・

5.上 記のような基本法 と共同体法 との関係により,共 同体司法裁判所 と

連邦憲法裁判所の権限に関 して次の点が導かれ る。

(a),共 同体司法裁判所は条約規定にもとづき共同体行為の合法性及びその

解釈について決定する権限をもつ。 しか し,加 盟国の国内法 より派生する事

項について当該国家を拘束す る裁決をなす権限は有 しない。

(b)連 邦憲法裁判所は,共 同体法規定の妥当性 もしくは無効性を判断す る

ことはできない。 しか し,そ の規定が基本法 ど抵触するかぎりにおいて,政
(13)

府当局あるいは裁判所に よって適用 されえないと述べることは可能であ る。

6.基 本法によって付与 された権限の下で基本法に保障された基本権を保

護 しうるのは連邦憲法裁判所のみである。他のいかなる裁判所 もこの憲法的
(14)

任務を連邦憲法裁判所か ら奪 うことはできない。

7.基 本権は連邦憲法裁判所の手続法に従 って保護され,法 の妥当性を吟
'

味す る手続の実施を連邦憲法裁判所に申 し立てることに よって追求され る。

基本法第100条2項 の規定に より,あ る訴訟において国際法の原則が連邦法

の構成部分であるか否かお よびそれが直接に個人に対 して権利義務を生ず る

か否かについて疑義があ るときは,下 級裁判所は連邦憲法裁判所による裁決
く　ら　

を求めなければならない。基本法第100条 の基本原則に よれぽ,連 邦共和国

⑫Ibid・

⑬Ibid・

⑭ さ らに,共 同体 加盟 国 の 憲 法 が 共 同 体 法 よ りもそ の市 民 の 基 本 権 につ い て よ り

強 固 な保 障 を 行 っ て い る とき に は,こ れ を 適 用 して も共 同体 法 侵 害 す る こ とに な

らな い と して い る.EuropeanParliamentDoquments,op・cit・,P・10・

⑮ 基 本法 第100条2項 は 次 の如 く規 定 して い る.「 あ る争 訟 に お い て,国 際 法 の

原 則 が連 邦 法 の構 成 部 分 で あ るか,お よび ぞ れ が 直 接 に 個 人 に 対 して権 利 ・義 務

を生 ず るか ど うか に つ い て 疑 義 が あ る と きは,裁 判所 は 連 邦 憲 法 裁 判 所 の 裁 判

を 求 め な け れ ぽ な らな い(IstineinemRech七sstreitezweifelhaft,obeine

RegeldesV61kerrechtesBestandteildesBundesrechtesistundobsie

unmittelbarRechteundPflichtenfttrdenE1nzelnenerzeugt,、sohatdas

GerichtdieEntscheidungdesBundesverfassungsgerichteseinzuholen).」

宮 沢 前 掲 書175頁.
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における共同体法の効力は国内法と同様の方法でその侵害に対 して保護され
くヨの

なければならないと考え られる。

上記の推論によってえ られる結論は次の如 くである。すなわち,共 同体法

が議会を通過 し一般に適用 されて,基 本法におけ ると同等の一一連の基本権条

項を包含するにいたるまでに共同体の統合の過程が進展す るまでは,連 邦共

和国の裁判所はその判決において共同体法の規定が基本法に保障 された基本

権 と抵触す るかぎ り,ロ ーマ条約第177条 による共同体司法裁判所の判断が

なされた後に,連 邦憲法裁判所に対 して共同体法の効力を裁決す ることを求
くの

め ることができ る し,か つ 求 め な けれ ば な らな い。

皿 少数意見の概要 一共同体法優位の立場一

少数意見は多数意見判決(1)に おける立論を全面的に否定 し,本 件の連
(18)

邦憲法裁判所への付託は受理不能であるとす る。その論拠は次の諸点にまと

め られ る。

権限ある共同体の機関によって判定 された法規(理 事会な らびに委員会規

則等の第2次 的共同体法)は,基 本法におけ る基本権 と抵触するか否かの裁

決のためといえども連邦憲法裁判所の審理にはな じまない。

1.連 邦共和国は,ロ ーマ条約を批准することにより,基 本法第24条1項

の規定に もとついて,そ の主権作用(Hoheitsrechte)を 政府間機関である

共同体に移譲 している。 ローマ条約は独自の機関及び独 自の法規 とそれ を執

行する独自の法制度を備えた独立の法秩序を創設 した。共同体の機関は立法

権を有 しその制定す る法規定は,国 内法にも国際法に も属さず,ロ ーマ条約

の諸規定 及び 黙示の法原則 とともに 共同体法の体系を構成 している。 この

共同体法秩序は 自治的(autonom)で あ り加盟国の 国内法か ら独立 してい

る。

⑯Europ6anParliamentDocuments,op.cit.,p.11.

⑰ 多 数 意 見 を 構 成 す る 判 事 は 次 の5名 で あ る.Seuffert・Dr・V・Schlabrendorff・

Dr。Geinger,Dr.Rinck,Dr.Rottman.

⑱ 少数 意見 を構成 す る判事 は次 の3名 で あ る.Dr・Rupp・Hirsch・Wand・
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2.③ 基本権は連邦基本法によって保障されているのみな らず,ロ ーマ条

約の諸規定及び共同体司法裁判所 の判例法により共同体法に よっても保障 さ
(19)

れている。'

(b)個 人は自己に直接又は個人的に関係のある共同体機関の決定について

共同体司法裁判所に訴訟を提起することができるので,共 同体法の秩序は,

これ らの基本権の実施を法的に保護するための適切な制度を有 しているとい

える。

3.共 同体法の規定は国内法の規定 と同様に連邦共和国政府当局及び裁判

所を拘束する。 この場合,共 同体法の規定が 実質的に 国内法の規定 と異な

るとき,い ずれの法が 優位す るか とい う問題が生ず るであろう。 しか し,

ローマ条約を批准 したことと関連 して 基本法第24条1項 を正 しく解釈す る

と,鴨政府間機関である共同体に主権を移譲するだけではな く,共 同体の主権

行為は 連邦共和国によって 承認 されなければ な らないことを 意味 している

(BVerfGE31,145(175))。 共同体に加盟 し共 同体機関の創設を認め自治的

な 主権的権威を 確立す ることに 協力することによって,連 邦共和国は共同

体法の規定の再審理権を放棄 したのである。それ故に,共 同体によって制定

された法規定の妥当性及び適用性は国内法の基準にもとつ くものではない。

共同体法はその内容において異なる国内法の規定に優位す る。 これは通常の

国内法規定に 対 してのみな らず 基本法の基本権の規定に 対 しても 適用 され

る。 これに反 して,当 裁判部の大多数の判事は,主 権の移譲 された政府間機

関 といえ ども基本法の基本構造である基本権の規定を修正 しうるものではな

いと主張 している。 しか し,基 本法第24条 は政府間機関に対する主権の制

限的な移譲を認めたものではない。基本法が共同体の機関に主権の移譲を認

めるか ぎり,共 同体法が国内法の規定に対 して優位す ることは事実である。,

⑲ た とえば,ロ ー一マ条約は第7条 及び第119条 な ど実質的 に基本権 に類似 す る規

定 に加えて,第215条 にお いては加盟国 の国内法に共通 な一 般的 な法 原則 につい'

て も言及 してい る.一 方,基 本権 が共同体 レベルで充分 に保護 され てい ることを

示 めすに足 る判決があ る.共 同体 司法裁判所 は基 本権 の遵 守が保護 され なければ

な らない 一般的 な法原則で あ る ことを くりか え し指摘 してい る.E.C.R,1969,

419(425):1970,1125(1135),Judgementof14may1974-Case4/73.

＼
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さらに,当 裁判部の大多数の判事に よって採用 された法的意見は受け入れ難

`い 結論を導いている
。 もし,第2次 的共 同体法の規定が国内憲法 における基

本権の規範を充足す る場合にのみ適用 されるとす るならば,各 加盟国は異っ

た範囲で基本権を保護 しているので,共 同体法の規定がある加盟国では適用

され他め加盟国では適用 されないということも生 じうる。 これは共同体法の

断片化をつ くり出す もので受け入れ難 い。

多数判事の法的意見は,又 ・首尾一貫 した共同体司法裁判所の裁判例 とも

相入れない。共同体司沫裁判所は,ロ ーマ条約の文言.と精神か ら,国 内憲法 伽
の

を含む加盟国のいかなる法規定も自治的な法源より派生する共同体法に優位
s,・(20)'

することはできないと結論 している。 さらにヨーロッパ議会も同様の意見を,
、〔21)・.

表 明 してい る。・従 って,多 数 判事 に よ る判 決 は,西 ドイ ツ連 邦 共 和 国 を ロー

マ条約を侵害 し共同体法を危 くす るという非難の下にさらす ことになろう。

.少 数 判 事 の 意 見 は 以 上 の と お り 多 数 意 見 判 決(1)に 全 面 的 に 反 論 し て い

⑳cf.IntεrnationaleHandelsgeselleschaftmbH,Frankfurt/Mainv.Ein-

fuhr-undVorratstellefttrGetreideundFuttermittel,Frankfurt/Main.

Case11/70.DecisiollofDecember17,1970.Preliminaryrulingatthe

requestoftheVerwaltungsgerichtFrankfurt/Main.Einfur-undVorrats-

tellef血GetreideundFuttermittel,・Frankfurt/Mainv.FirmaK6ster,

Berodt&Co.,Hamburg・Case25/70・DecisionofDecember171970.

PrelminaryrulingattherequestoftheVerwaltungsgerichthofofHessen.

FirmaOttoScheer,Hanlloverv.Einfur-undVorratstellefttrGetreide

undFuttermitte1,Frankfurt/Main.Case30/70.DecisionofDecemberl7,
1970.PreliminaryrulingattherequestoftheVerrwaltungsgerichtshof

ofHessen.CommonMarketLawReview,Vol.8,No.2,Apri11971,●
PP・250-263・EntrepriseJ・Nald,KohlenundBausloffengrosshandlung

contreCommissiondesCommunauteseurop6ennessoutenueparRuhr-

kohleAktiengessellsChaftetRuhrkohleVerkaufs-Gessellschaftmb正LArr6t

delaCourdu14mai1974,Revuetrimestriellededroiteurop6en,N。3,

JuMet-Septembre1974,pp.624-634.

㈲OfficialJournal1965/2923.cf.Dehousereport,Documents43/65:report

oftheLagalOffairsCommitteof28Februry1973,Documents297/72.

そ の 上,イ タ リア 憲 法 裁 判 所 も,1973年12月18日 の 判 決(No・183/73)に お い

て,共 同 体 法 の 規 則 は イ タ リア 憲 法 と の 合 憲 輩 を 吟 味 す さ れ な い と述 べ て い る.

みrr銑delaCourconstitutionnelleitalienne,27d6cembre1973(droit

communautaireetdroitinternedanslaConstitutionitalienne),Revue

trimestriellededroiteurop6en,N。1Janvier-Mars .1974,PP・148-159・

'

'

、

響
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る。又,こ の判決に対 して共同体委員会 も,共 同体法 自治の原則及び憲法を

含めた加盟国国内法に 対す る共同体法優倖の 原則に 反す るものであるとし
くユ　　

て,西 ドイッ政府に対 して遺憾の意を表明 している。

IV本 判決の意義及び問題点

本判決の主た る争点は,第2次 的共同体法 といわれ る理事会及び委員会規 『

則の国内的妥当性を連邦憲法裁判所が判断 しうるか否かである。多数意見判'

決はこの点に関 して,連 邦基本法第24条1項 の規定を 制限的に解釈 し,ヨ

ーロッパ共同体の統合がいまだ不完全であ り,連 邦基本法に規定 されている

ような成文化された一連の基本権規定が欠如 している現在では,連 邦憲法裁

判所は基本権 との関連において共同体法の国内的妥当性は判断 しうるとして

いる。 これは ヨーロヅパ共同体 及び 共同体法秩序の 現殺階における 発展状

態を端的に示す判決といえるが,あ くまでも現時点における過渡的な判断で

あ り,共 同体の統合が進展 し共同体法秩序が整備 されれば,現 在の少数意見

がかえって大勢を占めることに もな りうるであろ う。本判決の理論的根拠は

あくまで も基本法第24条 第1項 を制限的に 解釈することにあ り,こ の規定
　 　 り 　 ノや

を 「文 字 どお り」 に 解 釈 す れ ば 少 数 意 見 の 如 き 結 論 も導 き う る の で あ る。 そ

れ に して も 本 件 に お け る 原 告Internationale正 【andelsgeselleschaftmbH.

Frankfurt/Mainの 訴 訟 手 続 に は 問 題 が あ る と思 わ れ る。 す な わ ち,ロ ー マ
1

条 約 第173条 は 「個 人 又 は 法 人 は 自 己 を 対 象 とす る 決 定 及 び 他 の個 人 又 は

法 人 に 対 す る決 定 で あ っ て も 自 己 に 直 接 及 び 個 人 的 に 関 係 の あ る 決 定 に 対

し,同 様 の 条 件 に も とつ い て 訴 訟 を 提 起 す る こ とが で き る」 と して,共 同 体

司 法 裁 判 所 へ の 個 人 又 は 法 人 の 出 訴 権 を 認 め て い る。 原 告 が 問 題 と して い る

理 事 会 規 則 第120号(RegnlationNo.120/67/EEcofthecouneil)及 び 委

員 会 規 則 第473号(RegulationNo.473/67/EECof七heCommission)は 正

⑳Voi「 ・laquestion6criten。414/74pos6eparM.Coust6alalCommission.

H・itiem・R・pP・rtgene・al・u・1'・ ・ti・it6d・・C・mmunaute・eu・ ・pe6nn・ ・,

1974,pp.?97-・298.11
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に本条に規定する 「自己に直接及び個人的に関係する決定」であると考えら

れる。従 って,原 告は本条にもとついてまず訴えを共同体司法裁判所に提す
く　

べきではなかったか。又,多 数意見において共同体法を国内法に も国際法に

も属 さない独立の法体系であるとしなが らも,そ の推論のプロセスにおいて

は,基 本法第100条2項 を援用 していることか らも知 られ るとお り,共 同体

法 と自際法 とを同一視す るとい う矛盾を含んでいると思われる。共同体法が

従来の国際法 といかな る点において異なるか とい う点に関 して多数意見にお

いて も少数意見においても必 らず しも明確には示 されているとは言い難 い。

共同体法が従来の国際法 と如何なる点について異なるかの問題は筆者の今後
(24)

の研究課題となる。

(1975.6.10)

⑬ 原告は共同体司法裁判所に直接本件を提訴するより自国の国内裁判所に提訴し

た方が自己に有利な判断が下されると考えたのではないかと推測される.

⑭ なお,共 同体法と各加盟国国内法との関係の実証的研究については,Gerhard
Bebr,"Howsupremeiscommunitylawinthenationalconrts～"Com-

monmarketLawReview,Vo1・II,No・1,Februaryl974,PP・3-37・ 又,

共 同 体 司 法 裁 判 所 と 国 内 裁 判 所 と の 関 係 に つ い て は,MauriceLpgrange・"The

EuropeancourtofJusticeandNationalcourts",commonmarketLaw

Review,vol.8,No.3July1971pp・313-325・ 基 本 権 と共 同 体 法 の 関 係 に つ い

て は, .ManfredZuleeg,"FundamentalRightsandtheLawoftheEuro。

peanCommunities",CommonmarketLawReview,Vol.8,No.4,0ctober

l971,pp.446-462.




